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第三次東京都建築物安全安心実施計画 
 

 

Ⅰ 計画策定の目的 

建築物の安全性の向上を図るためには、確認検査制度を確実に実施するなど、建築規制を

適切に運用し、規制の実効性を確保することが必要である。このためには、完了検査による

検査済証交付率を向上させ、また既存建築物の対策を充実させることが重要である。 

これらを推進し、良好な住環境や建築物の安全性を確保していくためには、東京都、特定

行政庁及び関係団体等が連携し、建築技術者及び一般消費者を普及啓発していくことが不可

欠である。また、建築基準法の制度や申請手続等を周知し、建築の主体である建築主、設計

・施工及び工事監理を行う建築技術者等並びに行政それぞれの役割を明確にする必要がある。 

これまで、東京都、都内の特定行政庁、関係団体においては、「東京都建築物安全安心

実施計画」（平成１１年度から平成１３年度まで）及び「第二次東京都建築物安全安心実

施計画」（平成１４年度から平成１６年度まで）により、実施する施策とそのスケジュー

ル及び連携体制等を具体的に定め、建築規制の実効性の確保に取り組み、その結果、検査

済証交付率が大きく向上するなど着実な成果をあげてきた。 

一方、平成１７年末に起きた構造計算書偽装事件は、建築物の信頼性について深刻な不

安を都民に与えており、建築物の安全性の検証が強く求められている。 

今後は更なる実効性の確保のため、平成１８年度から平成２０年度までにおける「第三

次東京都建築物安全安心実施計画」（以下「実施計画」という。）を定め、建築物の安全

性を高めるものである。 

 

Ⅱ 実施計画の目標 

 建築基準法の手続等の周知、工事監理の適正化、建築確認・中間及び完了検査の徹底、違

反建築物対策の充実、建築物の適切な維持保全等により、建築物の適法性を確保することを

目標とする。 
 

Ⅲ 実施期間 

平成１８年度から平成２０年度までの３か年を実施期間とし、施策を推進する。 

 

Ⅳ 各特定行政庁の目標 

 

１ 検査済証交付率の目標 

（１） 現状 

「東京都建築物安全安心実施計画」の最終年度である平成１３年度の検査済証交付率

は、東京都平均で５３．３％であり、「第２次東京都建築物安全安心実施計画」の最終

年度である平成１６年度は、７１．０％であった（別紙１参照）。 

これは、「東京都建築物安全安心実施計画」策定前の平成９年度の３３．１％と比較

して、平成１３年度で２０．２％、平成１６年度で３７．９％の向上である。 
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（２） 目標設定 

施策の推進に対する行政の内部努力を徹底するとともに、広く都民に行政の姿勢を示

すため、実施計画に平成２０年度の検査済証交付率の目標を定める。 

目標は、各特定行政庁が平成１６年度の検査済証交付率と執行体制等を勘案し設定す

る（別紙３参照）。目標設定にあたっては、以下の考え方に沿って目標を定める。 

●法第６条第１項第１号～第３号建築物の検査済証交付率目標と法第６条第１項第４号

建築物の検査済証交付率目標を定める。 

●「第二次東京都建築物安全安心実施計画」における平成１６年度の目標の達成度を勘

案し、より高い目標を定める。 

 

２ 中間検査受検率の目標 

（１） 現状 

平成１３年度の中間検査受検率は、東京都平均で７０．９％であり、平成１６年度は

７９．６％であった。これは、８．７％の向上である。 

また、地階を除く階数が３階以上、かつ、延べ面積５００㎡を超える建築物について

は、８４．３％、木造３階建て建築物については、８３．５％であり、新たに中間検査

対象となった地階を除く階数が３階以上、かつ、延べ面積５００㎡以下の建築物につい

ては、６１．０％であった（別紙２参照）。 

新たに中間検査対象建築物となった建築物の受検率が低いことについては、小規模な

建築物であること、検査に対する意識が低いことが主な原因と考えられる。 

 

（２） 目標設定 

実施計画に、平成２０年度の中間検査受検率の目標を定める。 

目標は、各特定行政庁が平成１６年度の受検率と執行体制等を勘案し設定する（別紙３

参照）。目標設定にあたっては、以下の考え方に沿って目標を定める。 

● 木造３階建て建築物及び新たに検査対象とした建築物については、平成１６年度の目

標の達成度を勘案し、より高い目標を設定する。 

● 地階を除く階数が３階以上、かつ、延べ面積５００㎡を超える建築物については、

１００％の中間検査受検率を目標とする。 

 

 

Ⅴ 推進すべき施策 

 

 １ 工事監理業務の適正化とその徹底 

 （１） 工事監理業務の適正化 

建築工事における工事監理の重要性を建築主に周知するとともに、工事監理業務の適正

化を図るため、工事監理者に対し、建築主への工事監理の委託内容の書面交付や工事監理

報告書の提出の徹底を図る。また、書面による契約の促進により、工事監理契約の適正化

を図る。 
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 ①東京都、特定行政庁が主体となって推進する施策及び関係団体と連携して推進する施策 

実施する施策 推進主体 実施スケジュール 

 

○確認申請時などにおいて建築主や建築技術者に対して、 

チラシ等により建築基準法第５条の４並びに建築士法第３ 

条～第３条の３及び第24条の５について周知する。 

 

 

特定行政庁、 

建築関係団体、 

消費者団体 

 
実施中 

 

○工事監理業務及び設計又は工事監理の委託内容の書面 

交付義務等について、定期的に講習会を開催する。 

 

東京都、 

特定行政庁、 

建築関係団体 

 

 

随時実施 

 

○設計又は工事監理の委託内容の書面交付及び建築主に 

対する工事監理の報告の徹底を図るため、必要に応じ、事

務所の立入検査を行う。 

 

 

東京都 
 
実施中 

 

②関係団体が独自に推進する施策 

 

○関係団体が協力して設計・工事監理標準契約書及び約款の普及を図る。 

○団体又は事務所ごとに工事監理報告書の記入要領等を作成する。 

○設計又は工事監理の適正な契約の締結、委託内容の書面交付義務及び工事監理報告書の提出義 

務の会員等への周知徹底、遵守指導を行う。 

○賠償責任保険等への加入の推進を図る。 

（別紙４ １（１）参照） 
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（２） 建築基準法に基づく行政手続によるチェックの徹底 

建築基準法に基づく確認及び検査等の際に、工事監理者の選任状況や工事監理の内容を

チェックすることにより、適切な工事監理業務の実施を促す。 

 

 ①東京都、特定行政庁が主体となって推進する施策及び関係団体と連携して推進する施策 

実施する施策 推進主体 実施スケジュール 

 

○確認済証の交付時点で確認申請書の工事監理者欄に工  

事監理者が定められていない場合は、工事監理者選任届 

の用紙を確認の副本に添付し、届出の徹底を図る。 

 

○工事監理者の選任のないものについて、工事着工予定日 

以後に現場パトロールや連絡等を行い、建築主に対して工

事監理者選任の督促を行う。 

 

○建築基準法による確認済の表示（規則第68号様式）に、工

事監理者を記載するよう指導する。 

 

○中間及び完了検査申請書第４面の工事監理の状況並びに

 建築工事施工計画報告書の記載内容を審査し、適正な工 

 事監理の徹底を図る。 

 

○検査の際、工事監理者の現場検査立会いを求め、工事監

理者の責任を明確にする。 

 

 

特定行政庁 
 

実施中 

 

 

 

実施中 

 

 

 

実施中 

 

 

実施中 

 

 

 

実施中 

 

○工事監理者向け検査マニュアルを作成し、工事監理のあり

 方等を併せて周知する。 

 

東京都、 

特定行政庁、 

建築関係団体 

 
実施中 
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２ 建築確認、中間検査及び完了検査の的確な実施 

 

（１） 確認検査体制の強化・充実 

構造計算書偽装事件では、複数の指定確認検査機関及び特定行政庁で偽装を見抜けなか

ったとの反省に立ち、建築確認体制の強化・充実を図る。 

また、指定確認検査機関が円滑に確認検査業務を実施できるよう、行政庁と指定確認検

査機関の連携体制の強化を図る。 

 

 ①東京都、特定行政庁が主体となって推進する施策及び関係団体と連携して推進する施策 

実施する施策 推進主体 実施スケジュール 

 

○構造計算適合性判定機関を指定し、構造審査体制を確立

する。 

 

○構造審査マニュアルによる審査など、確認審査体制の確立

を図る。 

 
○指定確認検査機関への立ち入りを強化し、業務の適正化を

図る。 

 

○日本建築行政会議（ＪＣＢＯ）と協力し、建築基準適合判定資

格者の育成を図る。 
 

○指定確認検査機関の設立・育成を図る。 

 

○市の特定行政庁化を進める。 

 

○東京都内で業務を行う指定確認検査機関との連絡会を定 

期的に開催する。 

 

東京都 

 

 

東京都 

特定行政庁 

 

東京都 

 

 

東京都 

 

 

東京都 

 

東京都 

 

東京都、 

特定行政庁、 

指定確認検査機関 

 

 

平成１９年度から実

施（平成１８年度から

検討） 

順次実施 

 
 
随時実施 

 

 

平成１９年度から実

施 

 

随時実施 

 

実施中 

 

実施中 

  

②関係団体が独自に推進する施策 

 

○指定確認検査機関の連絡会を定期的に開催し、確認検査業務の適正な執行と円滑な運営を図る。 

（別紙４ ２（１）参照） 
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（２） 中間検査及び完了検査の的確な実施 

１） 中間検査の的確な実施 

中間検査制度の実効性を確保するため、建築技術者等に対し、講習を行うとともに、建

築主等に対し普及啓発を行い、受検を促す。   

 

①東京都、特定行政庁が主体となって推進する施策及び関係団体と連携して推進する施策 

実施する施策 推進主体 実施スケジュール 

 
○中間検査の実施に向け、建築物の安全性の確保、工事監 

理の的確な実施、違反建築物発生の抑制に有効な特定工

程を指定する。 

 

 
特定行政庁(特別

区を除く。） 

 
実施中 

見直し予定（中間検

査特定工程） 

 

○確認申請書副本に押印等により、中間検査対象建築物で 

ある旨の表示を行う。 
 
○確認申請書副本に中間検査手続についての案内及び中間

検査申請書を添付する。 
 
○特定工程工事終了予定日前に電話等で施工状況を確認し

、中間検査の受検を促す。 
 
○特定工程工事終了予定日を過ぎて検査申請のない建築物

について督促を行う。 
 
○建築基準法による確認済の表示（規則第68号様式）に、中 

間検査予定日を記載するよう指導し、中間検査に合格した 

場合は、合格した旨を表示する。 

 

 
特定行政庁 

 
実施中 

 

 

実施中 

 

 

実施中 

 

 

実施中 

 

 

実施中 

 

○中間検査制度の的確な実施に向け、検査手順、方法、書 

類の審査方法、合否判定の考え方等をまとめた中間検査 

実施マニュアルを策定する。 
 
○策定したマニュアルを基に行政担当者及び確認検査員を 

対象とした説明会を開催し、検査方法及び判断についての

統一化を図る。 

 

 

東京都、 
特定行政庁 

 

 

東京都 

 

実施中 

 

 

 

実施中 

 
○関係団体との協力により、申請者、工事監理者及び工事施 

工者等建築技術者を対象に、中間検査制度についての講  

習会を開催する。 

 
東京都、 
建築関係団体 

 
随時実施 
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実施する施策 推進主体 実施スケジュール 

 
○中間検査制度について区・市の広報等及び関係団体の会 

報等でＰＲを行う。 

 

 
特定行政庁、 
建築関係団体 

 

実施中 

 

②関係団体が独自に推進する施策 

 

○中間検査制度の特定工程及び中間検査手続について周知し、遵守指導を行う。 

 

（別紙４ ２（２）１）参照） 

 

２） 完了検査の的確な実施 

検査済証の重要性をＰＲするとともに、建築主等に対し完了検査の受検の督促を行う。 

  

①東京都、特定行政庁が主体となって推進する施策及び関係団体と連携して推進する施策 

 実施する施策 推進主体 実施スケジュール 

 

○確認申請書に記載された工事完了予定日を過ぎて完了検

 査申請書が提出されていない物件について督促を行う。 

 

○完了検査申請率の低い建設業者等の情報の共有化を図る

 とともに、指導等を行う。 

 

○確認申請書の副本に完了検査手続についての案内及び 

完了検査申請書を添付する。 

 

 

特定行政庁 
 
実施中 

 

 

実施中 

 

 

実施中 

 

 ②関係団体が独自に推進する施策 

 

○完了検査申請等建築手続について周知し、遵守指導を行う。 

 

（別紙４ ２（２）２）参照） 
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３）他制度との連携による検査済証取得の徹底 

住宅関連制度等と連携し、検査済証の取得の徹底を図る。 

 

①東京都、特定行政庁が主体となって推進する施策及び関係団体と連携して推進する施策 

実施する施策 推進主体 実施スケジュール 

 

○関係部局との協議を行い、助成制度と連携した検査済証添

付の条件化を要請する。 

 

○不動産取引団体等と連携し、検査済証取得の向上を図る。 

 

 
東京都、 

特定行政庁 

 

東京都、 

特定行政庁、 

関係団体 

 

 
実施中 

 

 

実施中 

 

 

 ②関係団体が独自に推進する施策 

 
○住宅金融公庫の融資の際に、検査済証取得を要件とする。 
 
○「フラット３５」の工事検査に、検査済証取得を要件とする。 
 

（別紙４ ２（２）３）参照） 
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３ 違反建築物対策の総合的な推進等                                                 

 （１） 建築士等の処分の強化及び適正な業務の確保 

関係部局との連携体制を整備し、建築士、建設業者、宅地建物取引業者等に対して、処

分の強化を行い、適正な業務の確保に努める。 

 

 ①東京都、特定行政庁が主体となって推進する施策及び関係団体と連携して推進する施策 

実施する施策 推進主体 実施スケジュール 

 

○必要に応じ、特定行政庁と警察署の連絡調整会議を行い、

 告発を含めた連携体制の強化を図る。 

 

○告発案件の対応に関する研修を実施する。 

 

 

東京都、 

特定行政庁、 

警察 

 

実施中 
 
 

随時実施 

 

○建築行政、建設業行政及び不動産行政の連携強化を図 

る。 

 

東京都 

特定行政庁 

関係団体 

 

実施中 
 

 

○建築基準法第９条の３の規定に基づき、当該命令に係る設

計者、工事の請負人、宅地建物取引業者等を、これらの者

を監督する大臣又は知事に通知することを徹底する。 

   

○建築士及び建築士事務所の具体的処分事例を公表す

る。 

 

 

特定行政庁 

 

 

 

東京都 

 

 

実施中 

 

 

 

随時実施 

 

○違反建築物となった物件に関与した建築士、建設業者等の

リストアップを行い、必要に応じ、常習者等に対して指導を

行う。 

 

 

特定行政庁 
 

実施中 

 

 

 ②関係団体が独自に推進する施策 

 

○指定法人として建築士事務所に対する指導・研修を実施する。 

○建築主等からの苦情処理等を積極的に実施する。 

○建築士関係団体ごとの倫理規程の導入等による自立自浄の確立を図る。 

（別紙４ ３（１）参照） 
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（２） 不適正な業務を行った建築士等のデータの整備 

命令等の処分を受けた建築士等のデータを管理し、各特定行政庁間で情報を共有するこ

とにより、違反建築物摘発等への活用を図る。 

 

 ①東京都、特定行政庁が主体となって推進する施策及び関係団体と連携して推進する施策 

実施する施策 推進主体 実施スケジュール 

 

○処分を受けた建築士等のデータ管理のため台帳整備を行 

う。 

 

○特定行政庁間で違反常習者についての情報交換を行う。 

 

東京都、 

特定行政庁 

 

 
実施中 

 

 

実施中 

 

  （３） 違反建築物摘発の強化 

既存建築物を含めた違反建築物の摘発及び是正に対する行政の執行体制を整備するとと

もに、違反是正について警察・消防・食品衛生行政等の関係部局との連携強化を図る。 

 

①東京都、特定行政庁が主体となって推進する施策及び関係団体と連携して推進する施策 

実施する施策 推進主体 実施スケジュール 

 

○不適切な業務を行った建築士等のデータに基づく重点的 

な事務所への立入検査等を実施し、必要に応じ、この事務

所の関与した物件リストを各所管特定行政庁に送付し、他

の違反事例がないか検証を行う。 

 

 

東京都 
 

実施中 

 
○関係部局との合同立入検査を、必要に応じて実施する。 

 
 
○違反建築物に対する行政処分の事務手続を定めた、「違反

建築物事務処理要領」を作成する。 

 

特定行政庁、 

警察、消防 

 

東京都、 

特定行政庁 

 

実施中 

 

 

平成１４年度作成済

必要に応じて改訂

する。 

 

○建築監視員の体制強化を図るとともに、建築監視員が工事

 停止命令などの命令を行った場合に是正命令を早急に発 

 令するなどの支援体制を強化する。 

 

○違反の処分事例の情報について、特定行政庁間での共有

 化を図る。 

 

 

特定行政庁 
 

実施中 

 

 

 

実施中 
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実施する施策 推進主体 実施スケジュール 

 

○電気、ガス、水道事業者等との連絡体制を整備し、違反建 

築物に対する供給保留等の措置について随時検討を行う。 

 

東京都、 

特定行政庁、 

供給事業者 

 

実施中 

 

○中間・完了検査申請を行っていない建築物や違反建築物

に関する情報について相互に連絡を行い、連携して遵法指

導を行う。 

 

 

特定行政庁、 

消防 

 

実施中 

 

○風俗店舗等の入居する小規模雑居ビルの安全性等の向

上のため、警察・消防・食品衛生行政等の関係部局と

の連絡会を設け、連携強化を図る 

 

 

東京都、 

特定行政庁、 

警察、消防、 

食品衛生行政 

 

 
実施中 

 

○既存建築物に対する指導、取締り体制を確立する。 

 

 

特定行政庁  

 
実施中 

  

②関係団体が独自に推進する施策 

 

○違反のおそれのある建築物の情報の提供等、違反建築パトロールへの積極的な支援を行う。 

 

（別紙４ ３（２）参照） 
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４ 建築物の適切な維持保全 

 （１） 定期報告制度の適切な運用 

  関係機関と連携して、建築物を適正に維持するために重要である定期報告制度につい

て、建築物所有者及び利用者に広く理解を得られるようＰＲ等を行い、定期報告制度の

適正な運用を図る。 

 

①東京都、特定行政庁が主体となって推進する施策及び関係団体と連携して推進する施策 

 実施する施策 推進主体 実施スケジュール 

 
○定期報告済証の表示内容等を充実する。 

 

 

○定期報告制度について、ホームページやパンフレット

を作成しＰＲを行う。 

 

○関係団体と連携し、定期報告制度のＰＲを行うととも

に、所有者、管理者に対して定期報告を要請する。 

 
東京都、 

特定行政庁、 

関係団体 

 

 

 

 

 

 

実施中 

 

 

実施中 

 

 

実施中 

 

 

○建築物の耐震性の有無、アスベストの撤去の有無を定

期報告制度の内容として閲覧できるようにするなど、

閲覧制度の充実を図る。 

 

○定期報告の未報告建築物等への督促等を強化する。 

 

○定期報告で明らかになった不適合部分については、改

善指示書等により、是正指導を行う。 

 

 

特定行政庁 

 

 

 

特定行政庁 

 

特定行政庁 

 

 

平成１８年度実施予

定 

 

 

実施中 

 

実施中 

 

 

 

 ②関係団体が独自に推進する施策 

 

○会報等により、定期報告制度について周知を図る。 

 

（別紙４ ４（１）参照） 
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 （２） 建築物の適切な維持管理 

建築物が適法に、また適切に維持管理されるよう、関係部局等と連携して建物所有者

等に普及啓発、指導等を行う。 

 

①東京都、特定行政庁が主体となって推進する施策及び関係団体と連携して推進する施策 

実施する施策 推進主体 実施スケジュール 

 

○建築物が適切に維持管理されるよう、建築物の管理業

務の役割を担う不動産関係団体等との連携体制を整備

する。 

 

○建築物の所有者、管理者等に対し、建築物を適正に維

持管理するようＰＲを行う。 

 

 

東京都、 

特定行政庁、 

関係団体 

 

実施中 

 

 

 

実施中 

 

 ②関係団体が独自に推進する施策 

 

○建築物が適法に維持管理されるよう、所有者、管理者等に対し啓発を行う。 

（別紙４ ４（２）参照） 
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５ 情報提供及び連絡調整 

 （１） 消費者に対する確認検査、工事監理等に関する情報の提供 

書類の閲覧制度に基づき、建築物の確認検査等の手続の履歴、設計者、構造設計者、工

事監理者等の情報の提供を行うことにより、消費者が建築物を購入する際などに建築物の

質を適切に評価できるよう、市場のルール化を図る。 

 

 ①東京都、特定行政庁が主体となって推進する施策及び関係団体と連携して推進する施策 

実施する施策 推進主体 実施スケジュール 

 

○書類閲覧制度のための体制を整備し、閲覧制度に適切に

対応する。 

 

○個々の建築物について、建築基準法第９条に基づく処分の

概要を閲覧に供する。 

 

○建築基準法第９条第1項及び第１０項の規定に基づく命令を

行った場合、その情報を、インターネットのホームページで

公示する。 

 

 

特定行政庁 
 

実施中 

 

 

実施中 

 

 

実施中 

 

（２） 建築手続等の広報・普及啓発 

一般消費者にはなじみの薄い建築基準法に基づく各種手続について、関係団体と連携し

積極的に普及啓発を行うことにより、建築規制の実効性の確保を図る。 

 

 ①東京都、特定行政庁が主体となって推進する施策及び関係団体と連携して推進する施策 

実施する施策 推進主体 実施スケジュール 

 

○建築基準法改正の概要と運用について、関係団体と協力 

し、設計者、工事監理者、施工者、行政職員、指定確認検

査機関等を対象に講習会を開催する。 

 

○建築基準法手続の流れについて、チラシ等を作成し、確認

時に副本に添付し、また、関係団体より会員等に配布する。 

 

 

東京都、 

特定行政庁、 

関係団体 

 

 

 

実施中 

 

 

 

実施中 

 

○「第三次東京都建築物安全安心実施計画」の内容等につ

いて、関係団体と協力して講習会を行い、周知徹底を図ると

ともに、理解と協力を求める。 

 
 
 

 

東京都、 

関係団体 

 

平成１８年度から 

実施 
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実施する施策 推進主体 実施スケジュール 
 

○建築基準法の概要及び運用について、インターネットのホ

ームページ、パンフレット等により、周知する。 

 

 

東京都、 

特定行政庁 

 

実施中 

 

○インターネットのホームページ等を活用し、広報、普及啓発

に努める。 

 

 

特定行政庁、 

建築関係団体 

 

実施中 

 

 

 ②関係団体が独自に推進する施策 

 

○一般向けの相談窓口の設置等により建築手続、工事監理の必要性や内容、適正な契約の締結に関 

する広報、普及啓発に努める。 

 

（別紙４ ５（１）参照） 

 

Ⅵ 計画のフォローアップ 

１ 実施細目の策定 

実施計画を的確に実施し、建築物の安全性を確保するためには、東京都、特定行政庁、

関係団体等が実施すべき施策を連携し、計画的に推進することが重要である。 

このため、実施計画に掲げる施策の実施に係る詳細を実施細目に定め、これに基づき

施策を推進する。このことにより、特定行政庁間での推進体制のばらつきを調整すると

ともに関係部局や関係団体との連携体制を整備し、施策の円滑な推進を図る。 

 

２ 進行管理 

 実施計画を着実に推進するため、施策の進行管理を年度ごとに行う。進行管理は、東

京都が各年度末に各特定行政庁、関係団体及び都自らの実施計画の進捗状況を調査し、

必要に応じて実施計画及び実施細目の見直しを行う。 

 また、実施期間終了後は、実施計画及び進捗状況の総点検を行い、必要に応じて新た

な計画を策定する。 
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74
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%

豊
島
区
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79
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%
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15
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29
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33
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74
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61
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78
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61
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73
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%
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区
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45
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42
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11
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27
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26
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42
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19
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34
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20
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33
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54
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43
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%
76
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79
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75
.2
%

77
.6
%
75
.2
%

76
.1
%
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田
区
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16
8 

15
6 

21
9 

16
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70
3 

14
9 

15
4 

21
7 

15
6 

67
6 

12
3 

11
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14
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84
 

46
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82
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74
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%
67
.7
%
53
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%

73
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53
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%

69
.2
%

江
東
区
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16
7 

26
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22
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15
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80
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4 
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15
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74
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19
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93
 

50
0 
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.9
%
72
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%
62
.8
%
60
.8
%

69
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60
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%

67
.3
%
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立
区
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27
8 

58
6 

39
7 

1,
56
2 
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82
3 

26
4 

57
3 

38
7 

1,
52
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75
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15
3 

43
2 

22
4 

99
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80
5 

58
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%
75
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%
57
.9
%
65
.2
%

66
.1
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65
.2
%

65
.6
%

葛
飾
区
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0%

19
9 

61
2 

22
5 
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06
8 

2,
10
4 

19
5 

60
3 

22
3 

75
0 

1,
77
1 

16
0 

48
5 

17
0 

69
0 

1,
50
5 

82
.1
%
80
.4
%
76
.2
%
92
.0
%

79
.8
%
92
.0
%

85
.0
%

江
戸
川
区
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0%

32
8 
1,
02
4 

32
9 

1,
02
5 

2,
70
6 

32
8 
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02
4 

32
9 

1,
02
5 

2,
70
6 

23
0 

47
8 

21
5 

47
7 

1,
40
0 

70
.1
%
46
.7
%
65
.3
%
46
.5
%

54
.9
%
46
.5
%

51
.7
%

八
王
子
市

10
0%

23
8 

48
 

48
0 

3,
12
9 

3,
89
5 

23
7 

48
 

48
0 

3,
12
9 

3,
89
4 

17
5 

33
 

39
7 

2,
37
0 

2,
97
5 

73
.8
%
68
.8
%
82
.7
%
75
.7
%

79
.1
%
75
.7
%

76
.4
%

立
川
市

10
0%

93
 

61
 

14
2 

67
9 

97
5 

82
 

58
 

13
8 

65
7 

93
5 

57
 

27
 

84
 

42
4 

59
2 

69
.5
%
46
.6
%
60
.9
%
64
.5
%

60
.4
%
64
.5
%

63
.3
%

武
蔵
野
市

10
0%

10
2 

43
 

13
0 

39
6 

67
1 

95
 

37
 

12
6 

38
5 

64
3 

73
 

22
 

82
 

29
1 

46
8 

76
.8
%
59
.5
%
65
.1
%
75
.6
%

68
.6
%
75
.6
%

72
.8
%

三
鷹
市

10
0%

10
7 

44
 

95
 

59
5 

84
1 

10
4 

43
 

94
 

58
4 

82
5 

80
 

35
 

57
 

45
3 

62
5 

76
.9
%
81
.4
%
60
.6
%
77
.6
%

71
.4
%
77
.6
%

75
.8
%

府
中
市

10
0%

10
2 

50
 

14
2 

69
6 

99
0 

93
 

45
 

12
8 

54
0 

80
6 

70
 

37
 

11
4 

47
6 

69
7 

75
.3
%
82
.2
%
89
.1
%
88
.1
%

83
.1
%
88
.1
%

86
.5
%

調
布
市

10
0%

12
3 

51
 

16
4 

78
5 

1,
12
3 

12
2 

47
 

16
0 

75
8 

1,
08
7 

90
 

46
 

12
1 

58
6 

84
3 

73
.8
%
97
.9
%
75
.6
%
77
.3
%

78
.1
%
77
.3
%

77
.6
%

町
田
市

10
0%

16
8 

28
 

43
9 

2,
55
5 

3,
19
0 

16
8 

28
 

43
9 

2,
55
5 

3,
19
0 

12
2 

23
 

35
1 

1,
99
4 

2,
49
0 

72
.6
%
82
.1
%
80
.0
%
78
.0
%

78
.1
%
78
.0
%

78
.1
%

日
野
市

10
0%

10
4 

9 
16
1 

81
8 

1,
09
2 

10
1 

9 
15
7 

81
3 

1,
08
0 

83
 

7 
12
9 

62
9 

84
8 

82
.2
%
77
.8
%
82
.2
%
77
.4
%

82
.0
%
77
.4
%

78
.5
%

東
京
都
計
：
行

42
.8
%
2,
17
6 
2,
78
3 
2,
61
5 
16
,9
77
 
24
,5
51
 
2,
09
4 
2,
72
2 
2,
51
7 
16
,4
51
 
23
,7
84
 
1,
07
2 
1,
61
3 
1,
16
4 

9,
58
3 
13
,4
32
 

51
.2
%
59
.3
%
46
.2
%
58
.3
%

52
.5
%
58
.3
%

56
.5
%

東
京
都
計
：
民

57
.2
%
5,
61
4 
5,
84
2 
6,
96
0 
14
,4
19
 
32
,8
35
 
5,
30
0 
5,
71
6 
6,
81
4 
13
,9
17
 
31
,7
47
 
4,
24
9 
4,
65
8 
5,
34
8 
11
,7
17
 
25
,9
72
 

80
.2
%
81
.5
%
78
.5
%
84
.2
%

79
.9
%
84
.2
%

81
.8
%

東
京
都
総
合
計

10
0%
7,
79
0 
8,
62
5 
9,
57
5 
31
,3
96
 
57
,3
86
 
7,
39
4 
8,
43
8 
9,
33
1 
30
,3
68
 
55
,5
31
 
5,
32
1 
6,
27
1 
6,
51
2 
21
,3
00
 
39
,4
04
 

72
.0
%
74
.3
%
69
.8
%
70
.1
%

71
.9
%
70
.1
%

71
.0
%

行
：
行
政
庁
　
　
民
：
民
間
確
認
検
査
機
関

行
民
比
は
確
認
済
証
交
付
件
数
比
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 検
査
済
証
交
付
率
（
C／
B)

  
  
  
  
 工
事
完
了
件
数
（
B）

  
  
  
検
査
済
証
交
付
件
数
（
C）

  
  
  
 確
認
済
証
交
付
件
数
（
A）



（
別
紙
２
）

　
平
成
16
年
度
の
中
間
検
査
受
検
率

平
成
１
８
年
３
月
３
１
日
現
在

行
民
比

木
造

３
階

3階
/5
00

㎡
以
上
3階
/5
00

㎡
以
下

全
体

木
造

３
階

3階
/5
00

㎡
以
上
3階
/5
00
㎡

以
下

全
体

木
造

３
階

3階
/5
00

㎡
以
上

3階
/5
00

㎡
以
下

全
体

木
造
３
階
3階
/5
00

㎡
以
上

3階
/5
00

㎡
以
下

3階
/5
00
㎡

以
下
を
除

く
合
計

全
体

東
京
都

10
0.
0%

26
2 

42
0 

21
4 

89
6 

23
2 

31
9 

18
4 

73
5 

16
9 

25
9 

70
 

49
8 

72
.8
%

81
.2
%

38
.0
%

77
.7
%

67
.8
%

千
代
田
区

10
0.
0%

0 
69
 

34
 

10
3 

0 
69
 

34
 

10
3 

0 
67
 

18
 

85
 
－

97
.1
%

52
.9
%

97
.1
%

82
.5
%

中
央
区

10
0.
0%

1 
93
 

60
 

15
4 

1 
84
 

60
 

14
5 

1 
83
 

37
 

12
1 

10
0.
0%

98
.8
%

61
.7
%

98
.8
%

83
.4
%

港
区

10
0.
0%

59
 

15
0 

73
 

28
2 

59
 

15
0 

73
 

28
2 

50
 

13
6 

53
 

23
9 

84
.7
%

90
.7
%

72
.6
%

89
.0
%

84
.8
%

新
宿
区

10
0.
0%

20
6 

11
9 

11
0 

43
5 

20
3 

11
5 

10
5 

42
3 

17
7 

11
0 

83
 

37
0 

87
.2
%

95
.7
%

79
.0
%

90
.3
%

87
.5
%

文
京
区

10
0.
0%

23
1 

24
1 

4 
47
6 

23
1 

24
1 

4 
47
6 

18
5 

15
6 

2 
34
3 

80
.1
%

64
.7
%

50
.0
%

72
.2
%

72
.1
%

台
東
区

10
0.
0%

36
 

10
1 

11
5 

25
2 

36
 

10
0 

11
5 

25
1 

34
 

62
 

66
 

16
2 

94
.4
%

62
.0
%

57
.4
%

70
.6
%

64
.5
%

北
区

10
0.
0%

33
1 

52
 

94
 

47
7 

32
3 

49
 

93
 

46
5 

30
0 

47
 

79
 

42
6 

92
.9
%

95
.9
%

84
.9
%

93
.3
%

91
.6
%

荒
川
区

10
0.
0%

27
0 

43
 

12
1 

43
4 

25
9 

41
 

11
8 

41
8 

21
7 

35
 

45
 

29
7 

83
.8
%

85
.4
%

38
.1
%

84
.0
%

71
.1
%

品
川
区

10
0.
0%

42
4 

10
1 

11
1 

63
6 

42
4 

10
1 

11
1 

63
6 

41
0 

98
 

95
 

60
3 

96
.7
%

97
.0
%

85
.6
%

96
.8
%

94
.8
%

目
黒
区

10
0.
0%

31
6 

90
 

10
3 

50
9 

30
6 
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3 

49
9 

25
9 

74
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1 

84
.6
%

82
.2
%

56
.3
%

84
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78
.4
%

大
田
区
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9 
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7 
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2 
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8 
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7 

17
7 

15
2 

1,
16
6 

56
6 
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73
5 

67
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%

48
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%

55
.3
%
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.2
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63
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%

世
田
谷
区

10
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5 
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1 

0 
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6 
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4 
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5 

0 
81
9 
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1 
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5 

90
.5
%

99
.4
%
－

92
.2
%

92
.2
%

渋
谷
区

10
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19
3 

16
3 
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5 

52
1 
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5 

15
7 
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5 

44
7 

17
1 
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4 

90
 

39
5 

92
.4
%

85
.4
%
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.7
%

89
.2
%

88
.4
%

中
野
区

10
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5 

74
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2 
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1 

21
5 

73
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2 
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0 
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7 
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72
 

31
1 

82
.3
%

84
.9
%

70
.6
%

83
.0
%

79
.7
%

杉
並
区

10
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0%

24
8 

88
 

11
0 

44
6 

24
8 

88
 

11
0 

44
6 

20
1 

78
 

63
 

34
2 

81
.0
%

88
.6
%

57
.3
%

83
.0
%

76
.7
%

豊
島
区

10
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0%

24
8 

62
 

11
3 

42
3 

23
8 
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10
9 

40
9 

22
7 

57
 

82
 

36
6 

95
.4
%

91
.9
%

75
.2
%

94
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%

89
.5
%

板
橋
区

10
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0%

82
6 

10
2 

10
0 

1,
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8 

79
8 

10
1 

97
 

99
6 

72
4 

90
 

72
 

88
6 

90
.7
%

89
.1
%

74
.2
%

90
.5
%

89
.0
%

練
馬
区

10
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0%

28
1 

12
8 

13
3 

54
2 

27
7 
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5 

13
2 

53
4 

23
6 

11
9 

88
 

44
3 

85
.2
%

95
.2
%

66
.7
%

88
.3
%

83
.0
%

墨
田
区

10
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0%

14
6 

82
 

12
1 

34
9 

14
6 

82
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1 

34
9 

13
0 

79
 

10
0 

30
9 

89
.0
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96
.3
%

82
.6
%

91
.7
%

88
.5
%

江
東
区

10
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0%

20
8 

56
 

10
3 

36
7 

20
8 

56
 

10
2 

36
6 

19
4 

47
 

45
 

28
6 

93
.3
%

83
.9
%

44
.1
%

91
.3
%

78
.1
%

足
立
区

10
0.
0%

58
2 

48
 

15
2 

78
2 

56
9 

47
 

14
7 

76
3 

49
5 

37
 

78
 

61
0 

87
.0
%

78
.7
%

53
.1
%

86
.4
%

79
.9
%

葛
飾
区

10
0.
0%

60
2 

43
 

63
 

70
8 

55
9 

33
 

55
 

64
7 

50
6 

31
 

50
 

58
7 

90
.5
%

93
.9
%

90
.9
%

90
.7
%

90
.7
%

江
戸
川
区

10
0.
0%
1,
03
1 

12
2 

26
7 

1,
42
0 

1,
03
1 

12
2 

26
7 

1,
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0 
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4 
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2 

90
 

87
6 

66
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%

83
.6
%

33
.7
%

68
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61
.7
%

八
王
子
市

10
0.
0%

46
 

61
 

0 
10
7 

46
 

61
 

0 
10
7 

36
 

53
 

0 
89
 

78
.3
%

86
.9
%
－

83
.2
%

83
.2
%

立
川
市

10
0.
0%

59
 

39
 

0 
98
 

56
 

37
 

0 
93
 

38
 

30
 

0 
68
 

67
.9
%

81
.1
%
－

73
.1
%

73
.1
%

武
蔵
野
市

10
0.
0%

40
 

35
 

0 
75
 

37
 

35
 

0 
72
 

35
 

34
 

0 
69
 

94
.6
%

97
.1
%
－

95
.8
%

95
.8
%

三
鷹
市

10
0.
0%

40
 

21
 

0 
61
 

40
 

20
 

0 
60
 

35
 

20
 

0 
55
 

87
.5
%

10
0.
0%
－

91
.7
%

91
.7
%

府
中
市

10
0.
0%

54
 

30
 

0 
84
 

46
 

30
 

0 
76
 

46
 

30
 

0 
76
 

10
0.
0%

10
0.
0%
－

10
0.
0%

10
0.
0%

調
布
市

10
0.
0%

58
 

28
 

13
 

99
 

54
 

28
 

13
 

95
 

49
 

25
 

9 
83
 

90
.7
%

89
.3
%

69
.2
%

90
.2
%

87
.4
%

町
田
市

10
0.
0%

30
 

37
 

9 
76
 

29
 

37
 

9 
75
 

29
 

37
 

9 
75
 

10
0.
0%

10
0.
0%

10
0.
0%

10
0.
0%

10
0.
0%

日
野
市

10
0.
0%

7 
21
 

0 
28
 

7 
21
 

0 
28
 

6 
18
 

0 
24
 

85
.7
%

85
.7
%
－

85
.7
%

85
.7
%

東
京
都
計
：
行

29
.2
%
2,
76
4 

52
0 

90
1 

4,
18
5 

2,
65
0 

47
5 

87
5 

4,
00
0 

1,
99
7 

37
8 

48
9 

2,
86
4 

75
.4
%

79
.6
%

55
.9
%

76
.0
%

71
.6
%

東
京
都
計
：
民

70
.8
%
5,
85
0 

2,
54
7 

1,
74
1 

10
,1
38
 
5,
71
4 

2,
43
1 

1,
64
6 

9,
79
1 

4,
99
1 

2,
07
1 

1,
04
9 

8,
11
1 

87
.3
%

85
.2
%

63
.7
%

86
.7
%

82
.8
%

東
京
都
総
合
計

10
0.
0%
8,
61
4 

3,
06
7 

2,
64
2 

14
,3
23
 
8,
36
4 

2,
90
6 

2,
52
1 

13
,7
91
 
6,
98
8 

2,
44
9 

1,
53
8 

10
,9
75
 

83
.5
%

84
.3
%

61
.0
%

83
.7
%

79
.6
%

行
：
行
政
庁
　
　
民
：
民
間
確
認
検
査
機
関

行
民
比
は
、
中
間
検
査
対
象
建
築
物
確
認
件
数
比

中
間
検
査
受
検
率
(C
/B
)
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中
間
検
査
対
象
建
築
物
確
認
件
数
（
A）

特
定
工
程
工
事
終
了
件
数
（
B）

中
間
検
査
受
検
件
数
（
C）



(別
紙
３
）

  
検
査
済
証
交
付
率
及
び
中
間
検
査
受
検
率
の
目
標

６
条
１
項
１
号
～
３
号
の

建
築
物

６
条
１
項
４
号
の
建
築
物

６
条
１
項
１
号
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 ※
東
京
都
は
、
平
成
２
０
年
度
目
標
か
ら
、
（
区
、
島
し
ょ
）
と
（
多
摩
地
域
）
そ
れ
ぞ
れ
の
目
標
を
設
定
す
る
こ
と
と
し
た
。

　
　
　
　
（
東
京
都
は
、
建
築
主
事
を
置
か
な
い
市
町
村
（
多
摩
地
域
、
島
し
ょ
）
、
区
部
で
１
万
㎡
を
越
え
る
建
築
物
な
ど
を
所
管
し
て
い
る
。
）
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（別紙４） 

 関係団体が独自に実施する施策 

 １ 工事監理業務の適正化とその徹底 

（１） 工事監理業務の適正化 

団体名 実施する施策 実施スケジュール 

 

（社）東京都建築

士事務所協会 

 

○平成１１年度に策定した、四会連合協定による「建築監理業

務委託契約書」、「建築監理業務委託契約約款」及び「建築

監理業務委託書」の普及を図る（四会：日本建築士事務所

協会連合会、日本建築士会連合会、日本建築家協会、建

築業協会）。 

 

○「紛争予防の手引き（既刊）」の書式要領にて適正な工事監

  理報告書の記入方法について普及を図る。 

 

○適正な工事監理業務について、ファックスニュース、会報に

掲載し、会員へ周知する。 

 

○実務講習会に四会連合協定による新約款の内容紹介を組

み込む。 

 

○工事監理業務の重要性について、管理建築士及び開設者

に対して管理講習会や実務講習会等で説明する。 

 

○賠償責任保険への加入について各講習会でＰＲする。 

 

 

実施中 

 

 

 

 

 

実施中 

 

 

随時実施 

 

 

実施中 

 

 

毎年１回開催 

 

 

実施中 

 

（社）東京建築士

会 

 

○日本建築士会連合会策定の工事監理報告書記入要領の

周知に努める。 

 

○適正な工事監理及び賠償責任保険の加入について、広報

等で周知徹底を図る。 

 

○工事監理業務に関わる講習会等を必要に応じて実施する。 

 

 

継続実施 

 

 

随時実施 

 

 

随時実施 
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団体名 実施する施策 実施スケジュール 
 

（社）日本建築家

協会関東甲信越

支部 

 

○平成１１年度に策定した、四会連合協定による「建築監理業

務委託契約書」、「建築監理業務委託契約約款」及び「建築

監理業務委託書」を普及する（四会：日本建築士事務所協

会連合会、日本建築士会連合会、日本建築家協会、建築

業協会）。 

 

○適正な工事監理業務について、会報にて会員に周知徹底

を図る。 

 

○ＪＩＡ業務用書式に適正な契約の締結、委託内容の書面交 

付義務及び工事監理報告書の提出義務等の内容を盛り込

む。 

 

○工事監理業務に係る実務セミナーを開催するとともに、会 

報等にて、工事監理業務についてのＰＲに努め、会員の資 

質の向上を図る。 

 

○賠償責任保険等への加入につき、会報に掲載し、啓蒙を図

る。 

 

○ケーススタディーに関する実務セミナー等を企画し、実務へ

 の反映を図る。 

 

継続して実施 

 

 

 

 

 

随時実施 

 

 

実施中 

 

 

 

随時実施 

 

 

 

実施中 

 

 

随時実施 

 

（社）日本建築構

造技術者協会 

 

○「JSCA規準 建築構造監理指針」に工事監理報告書の記 

入要領を作成し、提出義務を規定する。 

 

○会員の倫理規程に「文書に基づく契約」の条項を盛り込む。 

 

○杭地業、鉄筋コンクリート、鉄骨の工事監理に関する解説書

を用いて工事監理業務に係る講習会を実施する。 

 

○賠償責任保険の加入について、会誌に解説を掲載し、啓発

を図る。 

 

実施中 

 

 

実施中 

 

随時実施 

 

 

継続して実施 

 

全国建設労働組

合総連合東京都

連合会 

 

○工事監理業務の適正化を図るため、設計者、施工者等

に研修等を実施する（住宅性能保証制度、団体検査員

講習、耐震診断・補強講習等）。 

 

実施中 
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団体名 実施する施策 実施スケジュール 
 

（社）住宅生産団

体連合会 

 

○連合会主催のセミナーで適正な工事監理業務について周

知徹底を図る。各構成団体においても、独自に講習会等を

実施する。 

 

 

随時実施 

 

（財）東京都防災・

建築まちづくりセン

ター 

 

○施工計画等の報告に関する実務講習会を実施し、建築工

事の品質管理及び検査に係る工事監理能力の向上を図

る。 

 

 

毎年２回実施 

 

 

 ２ 中間検査及び完了検査の的確な実施 

 （１） 確認検査体制の強化・充実 

団体名 実施する施策 実施スケジュール 

 

（財）東京都防災・

建築まちづくりセン

ター 

 

○「東京都指定確認検査機関連絡会」を開催し、指定確認検

査機関相互の連絡調整を行い、確認検査業務の適正な執

行と円滑な運営を図る。 

 

 

実施中 

 

 （２） 中間検査及び完了検査の的確な実施 

１） 中間検査の的確な実施 

団体名 実施する施策 実施スケジュール 

 

（社）東京都建築

士事務所協会 

 

○中間検査の手続について会員にファックスニュースで特集 

号等を随時発行するほか、会報に掲載する。 

 

○管理講習会等で中間検査制度について説明する。 

 

 

随時実施 

 

 

随時実施 

 

（社）東京建築士

会 

 

○中間検査マニュアルを改訂し、一層の周知を図る。 
 

 

 
随時実施 
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団体名 実施する施策 実施スケジュール 

 

（社）日本建築家

協会関東甲信越

支部 

 

○中間検査の手続について、会報に掲載し、会員に対し実行

の周知徹底を図る。 

 

 

実施中 

 

（社）日本建築構

造技術者協会 

 

○「JSCA規準 建築構造監理指針」に中間検査の意義を明 

示し、実行の徹底を図る。 

 

 

実施中 

 

（社）住宅生産団

体連合会 

 

○連合会主催のセミナーで中間検査制度について指導を行 

う。説明会テキストには中間検査申請書等を加える。 

 

○各特定行政庁の特定工程の指定状況等を調査し、ホーム 

ページに掲載するとともに会誌で周知を図る。 

 

 

実施中 

 

 

実施中 

 

（財）東京都防災・

建築まちづくりセン

ター 

 

 

○確認済証交付時に、中間検査など必要な手続について設 

計事務所等へ説明をするとともに、確認申請書の副本に案

内と必要書類を添付する。 

 

 

 

実施中 
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   ２） 完了検査の的確な実施 

団体名 実施する施策 実施スケジュール 

 

（社）東京都建築

士事務所協会 

 

○建築基準法の各種手続について、ファックスニュース、会報

で会員に周知する。 

 

○管理講習会等、で建築基準法の各種手続について説明す

る。 

 

随時実施 

 

 

毎年１回開催 

 

（社）東京建築士

会 

 

○建築基準法の各種手続について、会報、ＨＰを通じて会員

への周知徹底を図る。 

 

 

実施中 

 

（社）日本建築家

協会関東甲信越

支部 

 

○建築基準法の各種手続について会報に掲載し、会員に対

し実行の周知徹底を図る。 

 

 

実施中 

 

（社）日本建築構

造技術者協会 

 

○「JSCA規準 建築構造監理指針」に完了検査の意義を明 

示し、実行の徹底を図る。 

 

 

実施中 

 

（社）住宅生産団

体連合会 

 

○連合会主催のセミナーで建築基準法の各種手続について 

指導を行う。 

 

 

実施中 

 

（財）東京都防災・

建築まちづくりセン

ター 

 

○確認済証交付時に、完了検査の受検など必要な手続につ

いて設計事務所等へ説明をするとともに、確認申請書の副

本に案内と必要書類を添付する。 

 

 

実施中 

 

３） 他制度との連携による検査済証取得の徹底 

団体名 実施する施策 実施スケジュール 

 

住宅金融公庫 

首都圏支店 

（平成１９年４

月１日より、独

立行政法人住宅

金融支援機構） 

 

○住宅金融公庫の融資に、検査済証取得を要件にする。 

 

○「フラット３５」の工事検査に、検査済証取得を要件にする。 

 

実施中 
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 ３ 違反建築物対策の総合的な推進等                                                 

 （１） 建築士等の処分の強化及び適正な業務の確保 

団体名 実施する施策 実施スケジュール 

 

（社）東京都建築

士事務所協会 

 

○指定法人である上位団体の日事連とともに研修会・講習会

 を実施する。 

 

○建築主等からの苦情処理について、指導委員会を開設し、

苦情相談業務及び苦情処理業務を実施する。 

 

○会の倫理規程、懲戒規程について、会誌により周知徹底を

図る。 

 

○建築基準法及び建築士法違反に対し、会の倫理規程、懲

戒規程に基づき、倫理委員会において調査の上、厳正な処

分を行う。 

 

○建築士事務所の業務の適正な執行について、全会員に周

知徹底を図る。 

 

実施中 

 

 

実施中 

 

 

実施中 

 

 

実施中 

 

 

 

実施中 

 

（社）東京建築士

会 

 

○策定済みの倫理規定について、会誌、ＨＰ等により周知徹

底を図る。 

 

○週１回無料建築相談を実施する。 

 

継続して実施 

 

 

実施中 
 

（社）日本建築家

協会関東甲信越

支部 

○「対市民建築相談室」にて建築主からの苦情処理等に対応

する。 

 

○会員に対する「苦情処理窓口」を開設し、消費者対応を強 

化する。 

 

○会の「倫理規程・行動規範」「建築家職能原則五項目」の遵

守徹底を図る。 

 

実施中 

 

 

実施中 

 

 

実施中 

 

（社）日本建築構

造技術者協会 

 

○竣工後の建築物の構造性能に関する苦情処理に対応す

る。 

○倫理規程及び行動規範を作成する。 

 

実施中 

 

実施中 

 

（社）住宅生産団

体連合会 

 

○一部の構成団体において個別に苦情処理の相談窓口を開

設し、対応を図る。 

 

実施中 
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 （２） 違反建築物摘発の強化 

団体名 実施する施策 実施スケジュール 

 

（社）東京都建築

士事務所協会 

 

○会の広報機関を通じ、都民に対し違反建築物の防止を呼 

びかけ、また、工事監理の必要性について記載する。 

 

 

実施中 

 

（社）東京建築士

会 

 

○「違反建築物をなくそう」運動を展開するなど、違反建築物

の予防啓発を図る。 

 

 

随時実施 

 

（社）日本建築家

協会関東甲信越

支部 

 

 

○会報等によりＰＲを行い、違反建築物を造らないようモラルの

向上を図る。 

 

 

継続して実施 

 

（社）全日本不動

産協会東京都本

部 

 

○９条命令等の処分のあった建築物の情報について、支部役

員会で情報提供を行う。 

 

○違反建築物を造らないための未然防止策として、広報誌や

ホームページを通して会員に周知する。 

 

 

随時実施 

 

 

随時実施 

 

（社）東京都宅地

建物取引業協会 

 

○９条命令等の処分のあった建築物の情報について、本部自

 主規制委員会で受け付け、その建築物の所在する支部（都

 内３３支部設置）に通知する。 

 

○違反建築物を未然に防止するための会員に対する研修会

の実施 

 

 

実施中 

 

 

 

随時実施 

 

 

４ 建築物の適切な維持保全 

（１） 定期報告制度の適切な運用 

団体名 実施する施策 実施スケジュール 

 

（社）日本建築家

協会関東甲信越

支部 

 

○会報等により、定期報告制度についてのＰＲを行う。 

 

 

 

継続して実施 
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（２） 建築物の適切な維持管理 

団体名 実施する施策 実施スケジュール 

 

（社）日本建築家

協会関東甲信越

支部 

 

 

○会報等により、建築物の所有者、管理者に対し、啓発を行う

よう会員に周知徹底する。 

 

 

継続して実施 

 

住宅金融公庫 

首都圏支店 

（平成１９年４

月１日より、独

立行政法人住宅

金融支援機構） 

 

○フラット３５を利用し、新築・購入した者に、公庫作成の｢住宅

維持管理履歴簿（「ご受付をされたみなさまへ｣の中に掲載）

」を配布 

 

 

実施中 

 

 

５ 情報提供及び連絡調整 

 

 （１） 建築手続等の広報・普及啓発 

団体名 実施する施策 実施スケジュール 

 

（社）東京都建築

士事務所協会 

 

○無料建築相談を週一回開催する。 

 

○街頭建築相談会を支部ごとに開催し、都民への啓発に努め

る。 

○建築士事務所キャンペーン事業（セミナー、展示会等）にお

いて、都民にＰＲする。 

 

実施中 

 

毎年１回実施 

 

毎年１回実施 

 

（社）東京建築士

会 

 

○週１回無料建築相談を実施する。 

 

○会誌、ＨＰ等を通じ、普及啓発を図る。 

 

実施中 

 

随時実施 

 

（社）日本建築家

協会関東甲信越

支部 

 

○「対市民建築相談室」にて、広報、普及啓発活動を行う。 

 

○ホームページに建築手続等について掲載する。 

 
 
 
 

 

実施中 

 

実施中 
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団体名 実施する施策 実施スケジュール 

 

（社）住宅生産団

体連合会 

 

○一般向け「知って安心、住まいづくりのポイント（住まいの法 

律編）」を刊行し、普及啓発に努める。 

 

○一部の構成団体において、個別に一般向け相談窓口を開

設し、建築手続等の普及啓発に努める。 

 

 

実施中 

 

 

実施中 

 

（社）全日本不動

産協会東京都本

部 

 

○一般消費者向け街頭無料相談会を開催する。 

 

○法定研修会において会員に対し、建築手続等の広報、普及

啓発を行う。 

 

○週１回本部に一般消費者及び会員向けの相談室を設ける。 

 

 

毎年15回実施 

 

毎年実施 

 

 

実施中 

 

（社）東京都宅地

建物取引業協会 

 

○本部に一般消費者・会員向け無料相談所を設置する（毎 

週月曜日～金曜日）。 

 

○都内設置の３３支部と区・市が連携した一般消費者

向けの常設の相談室を区役所等に設置する。 

 

○一般消費者向けの街頭無料不動産相談を都内１９カ

所で開催する。 

  

○法定研修会及び広報誌を利用して、建築手続等の広報、

普及啓発を行う。 

 

 

実施中 

 

 

随時実施 

 

 

実施中 

 

 

実施中 

 

 

住宅金融公庫 

首都圏支店 

（平成１９年４

月１日より、独

立行政法人住宅

金融支援機構） 

 

○一般消費者に対し、窓口、イベント及びセミナーの場でパン

フレット等の配布や建築基準法手続の説明、紹介を行う。 

 

○ホームページに建築手続等について掲載する。 

 

 

実施中 

 

 

実施中 

 


